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インドネシア・ジャカルタでは、2014 年から 17 年の間に，河道や貯水池などの洪水常襲地帯に居住し

ていた貧困層を Rusunawa と呼ばれる低中所得層向けの賃貸型公共住宅へ移転させる取り組みが行われた． 

このように洪水リスクが高い地域からの事前移転では，自然災害に対する脆弱性を減らすことができる一

方で，移転に伴う影響により移転世帯の生計全体に対する脆弱性を高めることが懸念されている．今後、

気候変動による洪水リスクの将来的な増大も予想される当地域において、災害リスク削減のアプローチと

して事前移転を考えていくために，これまでの移転事業を評価する必要がある．本研究では，移転世帯の

移転前後の生計脆弱性の変化を評価し，変化に影響を与えた要因を把握し，事業の改善策の提案を行うこ

とを目的とした． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究背景と目的 

気候変動は自然災害の数と甚大さを増大させると考え

られている．特に東南アジアの海面近くに位置する主要

都市では，気候変動による最大のリスクは沿岸部の洪水

であり，海面上昇と人口増加に伴い，高潮と河川の高水

流が関連し，人口の約 3分の 1がより激化した洪水の影

響を受けるとされている 1)． とりわけ途上国においては，

堤防や下水道システムなどのような防災インフラが十分

に整備されていないため，小規模な気候変動でも大規模

災害に繋がる可能性が高い．また，保険や信用市場も充

分に整備されていないこと，政府による迅速かつ効果的

な支援の実施も難しいことから災害による影響が深刻化，

長期化するおそれがある 2)． 

さらに，都市化した地域では，急激に増加する低所得
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者層が，社会経済的な理由から異常気象の頻度や強度が

増した場合に最もリスクが高くなるような危険な場所に

定住する傾向にある 3)．本研究の対象地であるジャカル

タでも，低所得者層は，河川や貯水池の水辺や，低地で

ある海岸沿いなど，洪水によって頻繁に避難を強いられ

る場所に住むことが多く，その脆弱性が問題となってい

る．怪我や財産の損失に対する物理的な脆弱性の他に，

住民は漁師や海岸近くの港湾・工業センターなど影響を

受ける地域で生計を立てていることが多いため，社会経

済的にも脆弱性が高くなっている 4)．  

このような脆弱性に対して，災害リスク削減（Disaster 

Risk Reduction）の文脈では，リスクの効果的な管理や，

住民の脆弱性を減らす事前策を行うことを重視している．

その中で，事前移転は存在するリスクが他の手段では軽

減できないと判断された場合に唯一適用可能な選択肢と

位置付けられている 5)．事前移転とは，政府の下，国境

内で，災害や気候変動の影響を含む環境変化に関連した

リスクから人々を守るために，個人またはグループが、

これまでの居住地から新しい場所に定住することである
6)．事前移転は自然災害に対する脆弱性を減らすことが

できる一方で，単なる住宅問題ではなく，複雑で多次元

的なプロセスがあるため，適切に計画・実施されなけれ

ば大きな悪影響を及ぼす可能性もある 7)．また，

Oppenheimer et al.（2018）は，移転事業が生活水準を向上

させ，脆弱性を低減させることができるかどうかは各事

例によって異なり，成果には大きなばらつきがあると述

べる 8)．不十分な実施プロセスで行われた再定住はさら

なる貧困を招き，むしろ脆弱性を高めることに繋がる． 

そのため，気候変動の影響を大きく受けるジャカルタ

のような地域で，事前移転を災害リスク削減の 1つのア

プローチとして成立させるためには，人々が安全な場所

で社会経済的条件を再構築または改善できるように事前

移転が計画されることが重要である．本研究では，イン

ドネシア・ジャカルタの洪水常襲地帯において行われた

事前移転を対象として，移転世帯の生計脆弱性の変化と

その影響要因を分析し，事前移転の具体的な改善点を明

らかにすることを目的とする． 

  

(2) 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

先述の通り，移転事業が新たな貧困を生み出す可能性

があることは広く認められており，その影響を捉えるこ

とを目的とした既往研究は多くある．例えば，Cernea 

（2004）はそれらのリスクを土地の喪失，仕事の喪失，

ホームレス，疎外感，食糧不安，罹患率の増加，共有財

産へのアクセスの喪失，コミュニティの喪失の主な要素

に分解して説明している 9)．また，移転による生活の変

化が与える悪影響をより具体的に評価，監視，回避する

ために複数の生計評価モデルが開発されている. 生計評

価モデルは主に３つに大別でき，（a）資産視点の生計

評価（b）脆弱性視点の生計評価（c）貧困リスク支店の

生計評価である．（a）資産視点の生計評価では，英国

国際開発省（DFID）が開発した The Sustainable Livelihood 

Framework（以下，SLF）を用いて，生活を支える 5つの

資本の役割を評価する．（b）脆弱性視点の生計評価で

は，リスクへの曝露と感受性、適応能力に焦点を当てて

いる．  Hahn et al.（2009）が中心となり設計した

Livelihood Vulnerability Index （以下，LVI）が主に使用され

る指標である 10)．（c）貧困リスク視点の生計評価では，

再定住における貧困化のリスクを特定することに焦点を

当てている 11)． 

本研究では，移転後の脆弱性の変化を評価することを

目的としているため，大枠としては（b）脆弱性視点の

生計評価及び LVI を使用し，生計脆弱性を評価する．

ここでの「生計」とは，生活手段とそれに必要な能力，

資産，活動全体を指す 12)．一方で，生計を捉える上で，

生活を支える 5 つの資本は中心的な要素であるため，

SLFの要素も含んでいる．従来の LVIを用いた研究では，

土地に依存して生計を立てている農村世帯等が気候変動

に受ける影響に対する評価が中心である．気候変動関連

以外では，土地の喪失が与える影響に関する研究 13)など

あるが，移転世帯が受ける影響に関する研究はほとんど

行われていない．そこで本研究では，Chen et al.（2016）

が LVIを移転世帯の文脈で発展させたフレームワーク 14)

に，洪水常襲地帯からの移転であること，都市部の労働

者や漁場従事者が対象となることを踏まえて修正したも

の（図 1）を使用する． 

また，これまでの研究から，居住者の世帯特性や移転

後の住環境により生計脆弱性は低く抑えられること 15)や,

多様な脆弱性が現れること 16)が明らかとなっているが，

世帯特性，事業特性及び居住環境特性の相互作用に関す

る研究は少ない．本研究は，これまで明らかにされてい

ない，脆弱性への事業特性，居住環境特性及び世帯特性

による複合的な影響に着目したものである． 

 

(3) 研究方法 

2020年 8月～11月にかけて現地政府関係者や関連機関関

係者へのヒアリングを行い，2021年 8月に移転世帯を対象

としたフォーカス・グループ・ディスカッション（以下，

FGD）を行った（表1）．本研究で使用するフレームワーク

はChen et al.（2016）が設計したLVIを修正したもので，以下

の要素で構成されている（図1）． 

◼ Hazard to Livelihood 

：生計に対する危険，脆弱性を高める働きをする． 

 Health - related Hazards 

：健康状態の悪化とそれに伴う医療費の増加． 

 Education - related Hazards 
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：不十分な教育、教育費の経済的負担． 

 Production and Living - related Hazards 

：経済活動や人々の日常生活に関わるもの． 資産（人的・

物的・自然）・収入・社会福祉に関連する危険が含まれる． 

◼ Livelihood Assets 

：ハザードに対処するための生活資産，脆弱性を弱める働

きをする． 

 Natural Capital / Physical Capital / Human Capital / Fi-nance Capital / Social 

Capital 

◼ Coping Strategies 

：生活の質向上のための世帯レベルの取り組み，脆弱性を

弱める働きをする． 

 Seeking employment opportunities 

：所得の減少等の際に行う新たな雇用機会の模索． 

 Risk sharing 

：食料の贈与や無利子の少額ローン等コミュニティメンバ

ー同士の相互扶助． 

 

表-1 調査概要 

調査方法 日時 対象者 

ヒアリング 

（オンライン） 

2020/  8 / 27 IAP Indonesia（専門家組織）, Dani氏ら 

 2020 / 9 / 9 BAPPEDA（地方開発企画局）, Cipta氏ら 

 2020 / 9 / 20 UPU（NPO法人）, Gugun氏 

 2020 / 9 / 23 台湾仏教慈済基金会 ,  Hendra氏 

 2020 / 11 / 3 DPRLP（地方住民人間居住局）, Putra氏ら 

FGD 

（現地 

/オンライン） 

2021 / 8 / 21 

2021 / 8 / 24 
以下の二つの Rusunawaに居住する住民

（各6名，計12名） 

 Rusun MARUNDA（北ジャカルタ市） 

 Rusun JATINEGARA BARAT（東ジャカル

タ市） 

 

 

図-1 Livelihood Vulnerability Index 

 

 

2. 研究対象地域の概要  

 

(1) ジャカルタ特別州の概要及びジャカルタにおける

移転事業の背景 

 ジャカルタはインドネシア共和国の首都であり，正式

にはジャカルタ特別州（DKI）と呼ばれる．州は北ジャ

カルタ市，東ジャカルタ市，南ジャカルタ市，西ジャカ

ルタ市，中央ジャカルタ市の 5つの自治体と，1つの県

によって構成されている。人口は 1,056万人（2020年時

点）17)で，国内の社会経済的中心となっている．ジャカ

ルタでは，他の東南アジアの主要都市と同様に，都市部

への人口流入が顕著であり，低所得者層によるインフォ

ーマルな居住地の拡大が問題となっている．このような

問題に対し，中央政府及び州政府は 2011 年以降，イン

フォーマルな居住地の拡大を防ぐこと，洪水問題の解決

策とすること，開発プロジェクトの土地を確保すること

等の目的を複合的に達成するために移転事業を実施して

きた．それと同時に，移転事業の移転先かつ住宅が購入

できない低中所得層向けの住宅政策として，賃貸型公共

住宅（以下，Rusunawa）の建設を推進してきた 18)．   

ジャカルタの州内には 13つの河川があり，その内 9つ

の河川が洪水の原因となる主要河川に分類されている．

これらの河川の中でも、チリウン川は洪水の危険性に最

も影響していると考えられている 19)。上流地域における

開発による土地利用の変化も州内を流れる河川の流量に

大きな影響を与えることが示されている 20)．また，ジャ

カルタの洪水の特徴として，低地であるジャカルタは，

河川による洪水だけでなく，沿岸部の高潮によって発生

する洪水にも脅かされている 21)． 

このような洪水リスクに対して，中央政府及び州政府

は，貯水池の機能の再生や河川の正常化等を行うことで，

洪水流下能力の向上に取り組んでいる．具体的には，チ

リウン川正常化プロジェクトと世界銀行のプロジェクト

「ジャカルタ緊急洪水軽減プロジェクト（JUFMP）」を

指している 22)．先述の通り，これらのプロジェクトの対

象地である河川や貯水地には低所得者層の居住地が拡大

していたため，プロジェクトの実施に伴い，当該地域に

居住している住民は移転事業の対象となった． 

 

(2) 調査対象集落の概要 

FGD 含む調査全体の対象 Rusunawa は，計 12 カ所の

Rusunawa が建設されている北ジャカルタ市と東ジャカ

ルタ市から，関連プロジェクト，移転形態，移転距離，

公共交通を含む施設の整備状況，移転元の地理的特性に

散らばりが出るように 5カ所を選定した． 

調査対象集落は，洪水に関連するプロジェクト（チリ

ウン川正常化プロジェクト，プルイット貯水池再生プロ

ジェクト）によって，先述の 5 カ所の Rusunawa に移転
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した集落の中から，10 世帯以上が移転した 7 カ所を選

定した．州中部に位置するチリウン川沿いの集落は，

Kampung Melay，Sodetan Kbt Bi-dara Cina，Sungai Ciliwiung，

Bukit Duri，Kali Krukutの 5カ所である．また，沿岸部に

近い貯水池の集落は，Muara Baru，Waduk Pluit の 2 カ所

である（図-2）．表-2 には各 Rusunawa と移転元である

従来の集落，移転世帯数，各 Rusunawa における移転世

帯の割合，関連プログラムを示している． 

 

表-2 調査対象Rusunawaの概要 

RUSUNAWA 移転元の 

集落 

移転世

帯数 

(世帯) 

移転世帯

の割合 

(%) 

関連 

プログラム 

Rusun 

JATINEGARA 

BARAT 

 Kampung 

Melayu 

423 81.6  チリウン川正常

化プロジェクト 

Rusun CIPINANG 

BESAR 

SELATAN 

 Sodetan Kbt 

Bidara Cina 

 Sungai 

Ciliwiung 

 Waduk Pluit 

341 62.7  チリウン川正常

化プロジェクト 

 プルイット貯水

池再生プロジェ

クト 

Rusun 

PULOGEBANG 

 Bukit Duri 1036 66.7  チリウン川正常

化プロジェクト 

Rusun RAWA 

BEBEK 

 Bukit Duri 

 Kali Krukut 

803 82.4  チリウン川正常

化プロジェクト 

Rusun 

MARUNDA 

 Muara Baru 

 Waduk Pluit 

1523 75.2  プルイット貯水

池再生プロジェ

クト 

 

 

図-2 各Rusunawaと従来の集落の位置図 

 

3.  移転事業の現状 

 

本章では，現地政府関係者や関連機関関係者へのヒア

リングや，移転世帯を対象とした FGD より明らかとな

った，移転事業の内容や課題から移転世帯を取り巻く現

状を述べる．初めに，移転事業の大枠として，移転は強

制的ではなく，補償金をもらうか移転するか選択するこ

とができる．しかし，移転の対象となる低所得者層は補

償金をもらっても従来の場所で住宅を確保することがで

きないため，ほとんどの世帯が移転する（IAP indonesia，

Dani 氏へのヒアリングより ）．また，移転世帯への移

転時の補償に関しては，移転世帯は近代的な土地所有権

を持たない伝統的土地所有に該当する場合が多いため，

住宅や土地に対する補償は受けることができない

（BAPPEDA，Cipta氏へのヒアリングより）．  

政府は，移転世帯に対する影響を最小限化し，様々な

支援を行うことで生活の向上を目指している．教育・医

療に対する支援に関しては，無料で医療を受けることが

できるインドネシア健康カード（KIS）や教育費を補助

するインドネシア教育カードの優先的な配布を行ってお

り，移転世帯の教育及び健康の改善を目指している．ま

た，Rusunawa によっては，敷地内に医療・福祉関連の

施設が整備されている場所もあり，住民の医療や福祉へ

のアクセスの改善を目指している． 

また，住環境に対する支援に関しては，基礎インフラ

及び衛生施設が整備された（地方規則 2019, No.112 に書

かれている施設（道路網、排水・下水道等），インフラ

（オープンスペース、教育施設等），公共事業（水、電

気等）関する最低基準を満たす）住宅への引っ越し自体

が，低所得者層の生活向上に繋がると考えられている．

住宅の家賃は，200,000 IDR ～500,000 IDR/月であり，政府

のプロジェクトによって移転した世帯は比較的安い金額

で借りることができる仕組みになっている（DPRKP，

Putra 氏，BAPPEDA，Cipta 氏へのヒアリングより）．さ

らに，Rusunawa によっては，入居時の家財が用意され

ていた場所もあり，生活基盤を整えるための支援も行わ

れている（FGDより）． 

職業に対する支援に関しては，Rusunawa 内で住民が

商業的活動を行える簡易的な市場の提供（図-3）や，小

規模小売店である Kiosk (図-4）の貸し出しを行っている．

また，DPRKPの管理下にある UPRS（運営組織）が民間

企業への就職を目的として職業訓練等のサポートを行っ

ている．さらに，UPRSの一員として Rusunawa内での雇

用も推進している（DPRKP，Putra 氏へのヒアリングよ

り）．移転後は銀行口座開設の支援もあるため，金融サ

ービスを受ける機会も創出されると考えられている

（FGD より）．上記のように，政府は，移転世帯の更

なる貧困化を防ぎ，生活の向上に繋げるための取り組み

を行っている． 

しかし一方で，移転事業の課題も明らかとなっている．

まず 1点目に，従来の居住地から離れた遠距離の移転と

なってしまうことである．移転世帯への影響を最小限に
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抑えるために，従来の居住地の近隣を優先的に確保する

よう取り組んでいるが，従来の集落周辺，特に北沿岸部

の場合は，民間事業者の開発需要が高く，土地確保が困

難となる．そのため，比較的開発需要が落ち着いている

東ジャカルタ市の郊外部への移転とならざるを得ない場

合が多い．また，住居が空いている Rusunawa への移転

となる場合もあり，この場合も近くの Rusunawa が空い

ておらず，距離が離れた Rusunawa への移転となること

が多い（DPRKP， Putra 氏へのヒアリングより）．遠距

離の移転に関する問題を踏まえて，政府は従来の仕事場

がある中心部へ向かう無料の高速バスを提供するなどの

対策を講じているが，運行時間帯やルートが，漁業を中

心とするインフォーマルセクターに従事している住民の

生活に適していないという意見もある．その場合は，自

力で交通手段を確保しなければならず，これまでの職場

へのアクセスが悪化することで，収入の減少や失職を経

験する住民がいる（UPC，Gugun 氏へのヒアリングよ

り）． また，政府が主催する職業訓練に関しては，開

催の頻度が低いため，実際の就労には繋がりにくいとい

う意見もある（FGDより）．2点目に，社会的関係性の

希薄化してしまう問題がある．移転事業では，無作為に

移転後の住居が割り当てられるため，これまでのコミュ

ニティの繋がりを維持しづらくなる．さらに，日雇い労

働等，コミュニティの繋がりに基づいて獲得していた仕

事の継続も困難になっている（UPC，Gugun 氏へのヒア

リングより）．3 点目に，経済面の問題がある．生活必

需品に関しては，近隣の伝統的な市場や，コミュニティ

内の路上販売で買い物をしていた住民が，住宅の近くで

安価に生活必需品を購入することができなくなっている

（FGD より）また，家賃を支払うことが出来ない住民

も多く，移転事業全体で家賃の滞納が問題となっている

（IAP indonesia，Dani氏へのヒアリングより ）．  

 

図-3 Rusun Marunda内に整備された簡易的な市場 

（調査チーム撮影） 

 

図-4 Rusun Marunda内に整備されたKiosk 

（調査チーム撮影） 

 

4.  生計脆弱性の変化に関する仮説 

 

 本章では，前章で述べたヒアリングと FGD の調査結

果より考察した移転世帯の生計脆弱性の変化に対する仮

説を述べる（表- 3）．初めに，Hazard to Livelihoodに関し

て， KISやKIPが移転世帯に優先的に配布されたこと，

Rusunawa 内に医療・福祉施設が整備されたことで，医

療/教育関連の支出は移転前よりも減少していると考え

られる．また，住宅及び住宅周辺のインフラ整備により，

住環境が改善し，飲料水の確保や感染症等の予防が容易

になっていると考えられる．さらに，洪水常襲地帯から

逃れ，中高層アパートメントに引っ越すことにより，洪

水関連の被害も小さくなることで，洪水による家財や就

労機会の喪失，そこから金銭的損失が生じることも減少

していると考えられる．この変化には，インフラや医

療・福祉施設の整備状況が影響していると考えられる． 

一方で，以前の仕事場や中心市街地から住宅が離れた

ことで，遠距離通勤のための交通費を確保する必要があ

るため，交通関連の支出が増加していると考えられる．

また，家賃等の新しい支出も生じており，これまで家賃

を払うことが無かった従来の集落に比べると，支出の負

担は大きいと予想できる．さらに，移転時の金銭的な補

償がないことから，移転時や移転後の新しい支出を補う

ために借金の増加も考えられる．こうした傾向は，事業

特性として，移転距離が長い場合，移転の準備期間が短

い場合，事業を十分に認識していない場合に強くなると

予想できる．また，居住環境特性として，立地状況や公

共交通サービスの状況によって変動すると考えられる． 

Livelihood Asset に関しては，資産（現金/家財）は増加

すると考えられる．洪水等による家財の損失も減り，入

居時の家財が用意される場合もある．また，口座開設に

より金融サービスを受けれるようになることで，貯金が

促進される．さらに，就学の機会がKIP等の支援により

拡大するため，世帯学歴の向上も考えられる．この傾向
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には，移転時の支援状況等が影響すると考えられる． 

一方で，先述した交通費の上昇に加え，マイナス面に

は支出の増加があると予想できる．これまで近隣の伝統

的な市場や路上販売で安価に手に入れていた生活必需品

の購入が難しくなる．この支出の増加の傾向は，立地状

況等により変動すると考えられる．また，職業の喪失も

予想でき，職場までのアクセスが悪くなった世帯は収入

の減少や職業の喪失を経験したと考えられる．この傾向

は，移転距離が長い場合，公共交通サービスが不十分な

場合に強くなると考えられる．また，職業の喪失又は収

入の減少も考えられる．これまで住宅に付随する形で小

規模な小売業や飲食店等を営んでいた世帯は，移転先で

商業空間を確保することが困難になる． この傾向は

Rusunawa内の簡易的な市場や Kioskの整備状況，その利

用可能状況により変動すると考えられる． さらに，社

会的関係性の希薄化も，日雇い労働者として従事してい

る住民の職業の喪失又は収入の減少に繋がっていると考

えられる． 次に，社会的関係性に着目して述べると，

Rusunawa 内での住戸の並びが無作為であること，戸建

てから中高層アパートメントへの移転であることから，

近隣に居住する友人/親類等との関係の希薄化すると想

像できる．この傾向は，従来の集落から複数の

Rusunawa に分散移転である場合，Rusunawa での移転世

帯の割合が低い場合，共有空間が十分に整備されていな

い場合に強まると想定できる．一方で，これまで近隣に

居住していた家族や友人との関係が希薄化しても，新し

い隣人の関係で代替することができる 23)という結果もあ

る．この代替えには，移転タイプや共有空間の提供が重

要であると考えられる．労働力に関しては，世帯教育が

上がることにより減少すると予想できる． 

Coping Strategy に関しては，UPRS（運営組織）が主催

する民間企業への就職を目標とした職業訓練は，その頻

度や継続性の欠如から実際の就労には繋がっておらず，

賃金収入は増加していないと考えられる．相互扶助の観

点からは，従来の集落では，洪水等の大きなリスクを定

期的に経験することから，住民間で金銭の貸し借りやそ

の他相互扶助が頻繁に起こっていたと考えられるが，移

転後に社会的関係が希薄化したことにより減少したと考

えられる．また，本調査では触れることが出来なかった

が，上述の生計脆弱性の変化と事業特性，居住環境特性

の関係性の他に，世帯特性も大きく影響していると考え

られる．特に，雇用形態（自営業/フリーランス，従業

員，雇用主，日雇い労働者，無給労働者等）や職業分野

（農業や漁業といった自然資源に依存する職業か否か

等），世帯主の性別，従来の集落での居住期間，参加し

ているコミュニティ（Arisan：金銭的な相互扶助グルー

プ，Kerja Bakti：共同作業グループ等），住民組織

（Kelompok Tani：農民グループ ，Kelompok Nelayan漁業

グループ等）の有無などが影響要因として仮定できる． 

また，これらの世帯特性は直接的に生計脆弱性の変化の

影響要因となるものもあれば，事業特性や居住環境特性

と相互作用的に繋がるものもあると考えられる．

 

表-3 生計脆弱性の変化に対する仮説

  影響要因 

LVI 効果類型 効果 事業特性 居住環境特性 世帯特性 

Hazard to 

Livelihood  

プラス  医療/教育関連の支出減少 

 安全な飲料水の確保 

 洪水による金銭的損失の減少 

 洪水に対する不安感の減少 

 

 インフラ整備状況 

 社会教育/文化/福祉施設

の整備 

 雇用形態/職業分野 

 年齢 

 性別 

 世帯人数 

 世帯主の教育レベル 

 扶養比率 

 従来の集落での居住期間 

 参加しているコミュニティ 

 参加している住民組織 

 社会扶助受給 

 交通手段 

 同居している児童数/幼児の

数 

マイナス  仕事場/学校への通いにくさの増加 

 政府による補助金への依存度が増加 

 借金の増加 

 交通関連の支出の増加 

 移転距離 

 移転準備期間 

 事業の認識度 

 立地状況 

 公共交通サービス 

Livelihood 

Asset  

プラス  居住環境の向上 

 資産（現金/家財）の増加 

 世帯学歴の向上 

 移転時の支援状況  インフラ整備状況 

 社会教育/文化/医療/福祉

施設の整備 

マイナス  支出の増加 

 職業の喪失 / 収入の減少 

 友人/親類等との関係の希薄化 

 労働能力の減少 

 移転距離 

 移転タイプ 

 移転世帯の割合 

 共有空間の提供 

 商業空間の提供 

 立地状況 

 公共交通サービス 

Coping 

Strategy  

プラス  職業訓練への参加機会の増加 

 賃金収入の増加 

 マネジメント組織との関り 

 政府による就労機会の提供 

 政府による職業訓練の提供 

 公共交通サービス 

  

マイナス  相互扶助の減少  移転タイプ 

 移転世帯の割合 

 共有空間の提供 
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5. おわりに 

 

移転世帯の生計脆弱性の変化に対して，Hazard to Live-

lihood，Livelihood Asset，Coping Strategyそれぞれにおいて，

プラスの変化及びマイナスの変化があることが分かっ

た．また，これらの変化に，事業特性（移転距離，移

転タイプ等），居住環境特性（立地状況，インフラ整

備状況）が影響していることも考察できた．上記の調

査より考察した生計脆弱性の変化への事業特性及び居

住環境特性の影響，世帯特性を含めた複合的な影響を

検証するために，2021年 10月以降に，移転世帯を対象

としてアンケート調査を行う予定である． 現在，調査

票最終設計が完了し，現地学生と共に事前アンケート

調査に向けた順次を行っている．今後は，事前アンケ

ート調査の結果を踏まえ調査票の修正を行い，本アン

ケート調査を行う．調査票回収後，住民の移転前後の

生計脆弱性の変化を集計分析によって明らかにし，共

分散構造分析により仮説の検証を行い，生計脆弱性の

変化に影響を与える要因を明らかにする． 
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FA STUDY ON THE IMPACT OF PRIOR RELOCATION ON  

LIVELIHOOD VULNERABILITY IN FLOOD PRONE AREAS 

： A CASE STUDY OF JAKARTA, INDONESIA 

 

Ai YOKOYAMA and IRENE SONDANG FITRINITIA, Mihoko MATSUYUKI, Shin-

ji TANAKA, Fumihiko NAKAMURA, Ryo ARIYOSHI, YULIUS ANTOKID 
 

Between 2014 and 2017, the central and Jakarta provincial government implemented a resettlement 

project that relocated the poor living in flood-prone areas such as river channels and reservoirs to rental 

public housing called Rusunawa. Preventive relocation from areas with high flood risk can reduce the 

vulnerability to natural disasters, but there is concern that resettlement will increase the vulnerability of 

relocated household's livelihood. However, for this area where flood risk due to climate change is ex-

pected to increase in the future, it is necessary to evaluate the existing relocated households and to con-

sider preventive resettlement as an approach to reduce disaster risk. 

 The purpose of this study is to evaluate changes in livelihood vulnerability before and after the reset-

tlement. Moreover, this study will clarify the factors that influenced those changes and propose improve-

ment measures. 
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